
 

令和 2 年度事業報告 

（令和 2年 4月 1日から令和 3年 3月 31 日まで） 

１ 事業の成果 

 （1）第三者評価事業 

機構が定め、適用している評価基準項目「Ver.4.0」に基づき、下記の学校に対し、第三者評価

を実施し、評価結果を公表した。 

・愛仁会看護助産専門学校（大阪府高槻市） 

・国際理容美容専門学校(東京都荒川区) 

学校ごとの評価部会及び第三者評価委員会の審議を経て令和 3年 3月 31 日付で、評価結果を各

学校に通知した。 

 

 （2）文部科学省受託事業 

「実践的職業教育における第三者評価機関等の確立に向けた定義・要件等に関する提言」をテ

ーマに平成26年度以来継続している職業実践専門課程の第三者評価に関する調査研究を実施した。 

事業の実施にあたっては、学校評価等に関する学識者、専門学校関係者、行政関係者を委員と

して委嘱し、実践的職業教育を行う専門学校等について審議を行い、論点・課題整理を行った。     

また、今後の事業報告として第三者評価フォーラムを東京において開催し、同時に実施状況を

全国に配信した。 

   ①事業期間：令和 2年 7月 31 日から令和 3年 3月 12 日まで 

②事業成果： 

〇実践的職業教育の第三者評価機関の定義・要件に関する論点・課題整理のまとめ方等について

第三者評価機関等確立委員会に報告した。 

〇職業分野別の評価機関モデルの設立と設立過程の記録 

〇第三者評価機関の連絡協議会の設立に関する論点・検討事項の整理 

〇第三者評価機関等確立委員会において、令和 2年度の審議内容のまとめ、事業成果報告書を作 

成 

〇第三者評価フォーラム(報告会)の開催(映像による公開) 

東京会場 令和 2年 2月 17 日(水) TKP 市ケ谷カンファレンスセンター  

来場者 23 名、オンライン参加者 120 名 

※大阪会場は新型コロナウイルス感染防止のため中止 

 

【令和 2年度の事業執行実績】 

内  容 6 月 7 月 8 月 9 月 10月 11月 12月 1 月 2 月 3 月 

第三者評価機関等確立委員会    ○   中止  ○  

定義・要件等検討部会     ○○ ○ ○ ○   

連絡協議機関に関する検討部会    ○ ○ ○ 中止    

職業分野別評価機関モデルの設立     ○  ○ ○   

第三者評価フォーラムの開催         ○  

 

 



 

２ 事業の実施に関する事項 

 
事業名 

 
事業内容 実施日 実施場所 

 
従事人

員 

 
受益対象

者の範囲 

 
支出額 
（千円） 

1 評価システム

の構築及び運用 

 

 

 

 

 

 

 

 

①第三者評価事業の実施 

・評価対象学校の募集等 

・評価の実施 

・結果の公表 

②第三者評価の実施計画策定 

 

4 月 

～3 月 

法人事務所 

各対象専門

学校等 

17 人 会員校 

124 校 

受審校 

2 校 

 

2,807  

③学校評価研修会の実施 

学校評価研修会（3月） 

研修テーマ：「職業実践専門課

程の学校評価」 

 受講者計 9名 

その他 1団体の研修を受託 

④学校評価ハンドブックの頒布 

 有償 18 冊 

無償  9 冊（研修等） 

 

4 月 

～3 月 
法人事務所 

都内会議室 
等 

3 人 不特定多

数 
  

259 

2 専門学校等に

関する各種調査

事業 

 

①文部科学省受託事業に関す

る検討。職業分野別の評価機関

モデルの設立と設立課程の記

録。第三者評価機関の連絡協議

会の設立に関する検討。第三者

評価機関等確立委員会での審

議のまとめ、報告書の作成。第

三者評価フォーラムの開催・映

像による公開を実施。 

組織体制：委員会 1・部会 2を

設置、委員 13名 

部会委員 12 名 

事業成果のまとめ 

◎事業成果報告書 400 部 

◎第三者評価フォーラムの開

催・映像による公開 

②職業実践専門課程認定要件

充足状況書面調査の支援 

組織体制：委員 6名 

調査結果のまとめ 

7 月 

～3 月 

法人事務所 

各専門学校

都内会議室

等 

22 人 不特定多

数 

 

5,945 

 

 

3 専門学校等の

質的向上のため

の助言・相談事業 

専門学校等の評価システムや

自己評価の進め方に関する助

言等を行った。 

 

4 月 

～3 月 

法人事務所 3 人 不特定多

数 

 

 

0 

４ 専門学校等に

おける学校評価

資料の刊行など

の普及啓発事業 

・機構のホームページによる情

報発信 

・第三者評価報告書の刊行及び

結果のプレス発表 

・講師派遣や教材の提供 

 

4 月 

～3 月 

法人事務所

等 
3 人 不特定多

数 

 

  1,110 

 


